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１８年度の取り組み及び実績 １８年度の事業課題及び今後の改善点 担当課

48
母子健康手帳
の交付

保護者の主体的な取組を喚起するために、継続して妊娠初
期から母子保健サービスの啓発強化を図ります。

妊娠届提出者に対して、母子健康手帳を交付することに
より、母子保健事業等を周知し、妊娠初期から医学的な管
理や出産の準備や妊娠期の健康保持がはかれるようにす
る。
交付数　2,848人

継続して実施する。 保健医療課

48
乳児一般健康
診査　乳児後
期健康診査

医療機関との連携を図り、必要に応じて、乳児の保護者に
適切な指導を継続して実施します。

委託医療機関にて実施している個別健診
乳児一般健康診査（１歳未満）　2,257人
乳児後期健康診査（９か月以上１歳未満）　2,327人

継続して実施する。 保健医療課

48

４か月児健康診
査、１歳８か月
児健康診査、３
歳６か月児健康
診査

健康診査にあわせて育児相談、保健指導等のきめ細かい
サービスを提供し、乳幼児の健康の保持増進を図るととも
に、継続して未受診児の状況把握や自閉症・発達障害など
の早期発見に努めます。

４か月児健康診査　2,634人
１歳８か月児健康診査　2,553人
３歳６か月児健康診査　2,508人

継続して実施する。 保健医療課

49
３歳６か月視聴
覚健康診査

視聴覚機能の発達障害等の早期発見と早期治療につなげ
るため、継続して市民への周知徹底を図ります。

３歳６か月児の乳幼児を対象にした視聴覚機能の発達障
害の早期発見と早期治療への勧奨
３歳６か月児視聴覚健康診査　　眼科　53人、耳鼻科　26
人

継続して実施する。 保健医療課

49 歯科疾患予防
う蝕等の歯科疾患の予防を図り、もって生涯を通じた健康づ
くりの基礎を築くよう継続して実施します。

幼児に対して、口腔内検査・予防処置・保健指導・カリオス
タット等を実施。
２歳３か月児　2,467人、２歳５か月児フォロー　665人

歯科疾患予防を図るため継続して実施する。 保健医療課

49
両親教室（パパ
＆ママクラス）
＜再掲＞

出産や育児に関する疑問を解消したり、知識を身につけら
れる場として、妊婦とその夫がともに参加しやすいように、医
療機関等との役割分担・連携の強化を継続して図り、魅力あ
る内容の工夫に努めます。

妊婦やその夫に対して、妊娠中の健康管理を図るとともに
出産や育児に関する知識を身につける。
年36回　1,159人

継続して実施する。 保健医療課

49 訪問指導
子育てをめぐる環境の変化に対応し、育児不安等への生活
支援を行い、母子の健全育成が図れるよう継続して実施しま
す。

乳幼児をもつ家庭に対して、保健師・助産師が家庭を訪
問し、育児の相談等を実施。
1,290人

子育て相談の必要性があり継続して実施する。 保健医療課

49 予防接種
感染の恐れがある疾病の発生及びまん延を予防するため、
予防接種の情報提供を継続して実施します。

ポリオ　5,049人、三種混合　10,563人、二種混合　0人、ジ
フテリア２期　1,046人、MR１期 2,517人、MR２期 2,015
人、麻しん　124人、風しん　499人、日本脳炎　46人、
BCG　2,641人、計24,500人

情報の周知徹底を図りながら、継続して実施する。 保健医療課

茨木市次世代育成支援行動計画掲載内容
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49
乳幼児保健相
談、もしもし保
健相談

乳幼児の心身の健康と育児、予防接種など保健全般に関
する相談窓口として、利用しやすい窓口になるよう努めるとと
もに、継続して市民への周知を図ります。

乳幼児をもつ保護者に対して、乳幼児の心身の健康と育
児や予防接種等の相談を実施。
乳幼児保健相談　24回　193件、もしもし保健相談　47回
154件

子育て相談の必要性があり継続して実施する。 保健医療課

49
赤ちゃんと保護
者のつどい

子育て中の先輩ママと妊婦が、情報交換を行い、育児不安
や悩みを解消できる場になるよう工夫し、内容を充実して実
施します。

２～３か月の乳児をもつ先輩ママと妊婦が情報交換した
り、育児に関する悩み等を話し合ったり、友だち作りをし
て、交流をはかる。
962人

継続して実施する。 保健医療課

49
健康いばらき21
「生活習慣病予
防講座」

早い時期から健康意識を高め、よりよい生活習慣を身につ
けるために、子どもや妊婦等に喫煙防止や食生活等につい
て保健指導を行い、継続して健康づくりを推進します。

妊婦とその夫や乳幼児健康診査を受診した保護者に対し
て生活習慣病の一次予防や防煙に対する教育を実施。
プレママ版　2,848人、パパ＆ママ版1,159人、４か月児マ
マ版　2,634人、３歳６か月児ママ版　2,508人

早くからの生活習慣病の予防のため、継続して実施す
る。

保健医療課

49
母子保健福祉
連絡会の充実

母子保健福祉施策を総合的に推進するために、保健・医
療・福祉・教育機関との連携を強化し、一体となって事業の
推進に努めます。

母子保健福祉連絡会を開催。
次世代育成支援行動計画の中で展開し、保健・医療・福
祉・教育機関との連携を深める必要がある。

保健医療課

50
栄養相談＜再
掲＞

保健医療センターにおいて、乳幼児期の食事と栄養等につ
いての正しい知識の普及に努めつつ、利用しやすい窓口と
なるよう充実に努め、継続して市民への周知を図ります。

乳幼児をもつ保護者に対し、保健医療センターにおいて、
乳幼児期の食事と栄養についての相談（要予約）。
年24回　43件

継続して実施する。 保健医療課

50 離乳食講習会
離乳食での食品の選び方、調理方法、味付けなど各月齢に
応じて講習会を継続して開催し、乳幼児からの正しい食生
活の啓発に努めます。

乳幼児をもつ保護者に対し、離乳食での食品の選び方・
調理方法・味付け等の講習を実施。
ごっくんクラス　469人、かみかみクラス　314人

継続して実施する。 保健医療課

50 保育所給食
安全で栄養バランスのとれたおいしい給食を提供するため、
給食関係者による情報交換や研修を行い、給食環境の充
実に努めます。

栄養管理業務として、食事摂取基準で運用するとともに家
庭への食生活アンケートの実施。
用務員によるプロジェクト会議（3グループ毎に月1回）
用務員への研修（衛生・調理研修6回、食育研修1回）
栄養指導（主にアレルギー・肥満児、４色食品を用いた指
導）

用務員と保育士が連携を取れる研修の実施や、多様化
したアレルギーに対する対応が必要である。

児童福祉課

50 菜園活動
野菜を育て、乳幼児期からの生産の喜びを知るとともに、食
への関心を深めます。

公立全保育所の所庭において四季の野菜作りを実施。 継続して実施する。 児童福祉課
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50 クッキング保育
食材や調理器具の安全・衛生を知り、協力し合って調理を
楽しむ保育を継続して行います。

公立全保育所で、給食材料や菜園活動で収穫した野菜
を使って調理を行う。

継続して実施する。 児童福祉課

50
思春期保健対
策の推進

学校、地域の関係機関の連携のもと、思春期の男女に対す
る性感染症、避妊、喫煙、食習慣等に関する教育・相談・情
報提供等の充実に努めるとともに、たばこやアルコール依
存、薬物乱用等の防止についての啓発指導を推進します。

小・中学生に防煙教育を実施。
小学校13回（6校）　452人
中学校2回（1校）　78人
資料提供型小学校１回（１校）　87人　中学校１回（１校）
１２０人

健康教育の一環として、継続して実施する。 保健医療課

50
乳幼児医療費
の助成

子どもの健やかな育成を支援するため、乳幼児の医療費の
一部を助成します。制度の充実に努めます。

０歳～６歳児（就学前児童）の入院・通院にかかる保険診
療費の患者負担額の一部を助成。
請求件数　入院　4,835件、通院　240,995件

対象者の拡大を検討する。 福祉総務課

51

いじめ・不登校
対策委員会の
機能強化＜再
掲＞

各学校のいじめ・不登校対策委員会を中心に、専門機関と
連携を図り、迅速に問題解決に対応できるよう継続して機能
の強化に努めます。

中学校全校にスクールカウンセラーを配置　平成１８年度
の相談総数は、児童･生徒659名、教職員1,161名、保護
者345名
少年サポートセンターと連携して事案の解決を図った。

校内のいじめや不登校の事象に対して、全教職員が共
通理解して取り組むために、今後も継続して実施する。

学校人権教育課

51

茨木市スクール
カウンセラー派
遣事業＜再掲
＞

いじめ・不登校等児童生徒の悩みなどに対応するため、専
門的な知識や経験のあるスクールカウンセラーを継続して派
遣し、児童・生徒・保護者及び教師へのカウンセリングを
行っています。

３人のスクールカウンセラーを小学校６校に派遣、また小
学校のケース会議等にスクールカウンセラーを派遣し、よ
りきめ細かい対応を進める。

スクールカウンセラーの派遣を拡充し、小学校のケース
会議等に参加することで、よりきめ細かい対応を進める。

学校人権教育課

51
「いじめ」ホッと
電話相談　＜
再掲＞

子どもへの周知を徹底し、利用しやすい窓口として充実を図
り、いじめ問題の早期解決と解消に努めます。

相談件数　延べ93件
市民が利用しやすいように周知方法の工夫をするととも
に、いたずら電話防止の対策を図る。

教育研究所

51
適応指導教室
「ふれあいルー
ム」＜再掲＞

不登校の児童・生徒がカウンセリングや様々な活動を通し、
自立できるよう支援します。今後も継続して実施します。

不登校児童・生徒を対象に、教科指導や体験学習を実
施。
訪問指導等の学生ボランティアの派遣　延べ1,068回

入級の仕方について市立小中学校に周知を図るととも
に、市立小中学校と、学校復帰を目指すことを目的とし
た連携の強化を図る。入級生の個に応じたカリキュラム
の工夫改善する。

教育研究所

51

ひきこもりに関
する関係機関
ネットワークの
整備＜再掲＞

大阪府との連携を図り、関係機関のネットワークを整備しま
す。

教職員・指導主事が研修会に参加。 継続して実施する。 学校人権教育課
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52
教育相談指導
事業＜再掲＞

専門カウンセラーによる相談、適応指導教室の開設、引きこ
もり児童生徒家庭訪問指導、別室登校児童生徒支援等の
充実を図ります。

相談事業総件数（来所・電話）　6,421件
適応指導教室（入級者・仮入級者）　17人

市民が利用しやすいように周知方法の工夫をするととも
に、市立小中学校及び各関係諸機関との連携の強化を
図る。面接相談については年々ニーズが高まっている。
カウンセラーの専門性を生かし、相談事業の充実を図っ
ていく。

教育研究所

52
母子自立支援
員の設置

ハローワークと連携して、求人情報の提供や就職・能力開発
に関する相談等を行い、母子自立支援員が、母子・寡婦家
庭の就労を支援します。
母子・寡婦家庭が抱える悩み等を解決するために、母子自
立支援員が相談に応じます。

相談件数　602件
(内訳)　母子貸付　197件、母子就労　56件、母子その他
132件、未婚者　14件、離婚前　203件

子ども家庭センター等関係機関といっそうの連携を図
る。

福祉総務課

52
ひとり親家庭等
に対する相談
活動

ひとり親家庭等の子育てなどの相談に応じ、子どもの健全育
成を図るとともに、生活の安定と自立の促進に努めます。子
ども家庭センターとの連携を図り、母子・父子家庭の両方を
支援します。

母子自立支援員が、ひとり親家庭等の保護者からの子育
て等の相談について、子ども家庭センターと連携して、相
談を実施。

子ども家庭センター等関係機関といっそうの連携を図
る。

福祉総務課

52
母子家庭等自
立促進計画の
策定

市や関係団体が連携し、母子・寡婦及び父子施策を計画的
に推進し総合的に事業を展開するための「母子家庭等自立
促進計画」に基づき、母子家庭の支援を強化します。

平成16年度末に策定。
「母子家庭等自立促進計画」に基づき、施策を継続して
実施する。

福祉総務課

52
母子家庭自立
支援給付金

母子家庭の母の資格取得、技能習得等のための講座を受
講した場合の受講料等の補助や、長期の訓練中の一定期
間の生活費を補助し、母子家庭の自立の促進を図ります。

自立支援教育訓練給付金　支給件数　３件
高等技能訓練促進費　支給件数　６件

事業のさらなる周知に努める。 福祉総務課

52
母子の保護（母
子生活支援施
設への入所）

母子生活支援施設で生活困窮者、母子家庭などの保護を
継続的に行うとともに、入所家庭の自立の促進を図ります。

入所世帯数　3世帯 継続して実施する。 児童福祉課

52
母子福祉会の
育成

母子福祉会への援助を行い、さらに活動内容を充実させ、
活動の活発化を促進し、母子・寡婦家庭の福祉の向上を図
ります。

活動内容を充実させ、活動の活発化を促進し、母子・寡婦
家庭の福祉の向上を図るため、母子福祉会への補助金を
交付した。

継続して実施する。 福祉総務課

52
母子家庭用府
営住宅の紹介

一般の府営住宅入居者募集とは別に入居募集の紹介を行
い、母子家庭の住宅の確保を支援します。

母子家庭のかたで府営住宅入居希望者に対して、福祉世
帯向け（母子世帯）住宅の募集を紹介し、申込書を窓口に
設置した。

継続して実施する。 福祉総務課
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52
母子及び寡婦
福祉資金の貸
付

母子・寡婦家庭の経済的自立と生活助長を図るため、母子
自立支援員が貸付相談を行います。

修学資金　23件、就学支度資金　16件、生活資金　1件、
技能習得資金　０件、転宅資金　２件、修業資金　1件

制度のさらなる周知に努める。 福祉総務課

52

ひとり親家庭
（母子・父子家
庭等）の医療費
の助成

ひとり親家庭（母子・父子家庭等）の生活安定のために、養
育者及び18歳までの児童の医療費の一部を助成するととも
に、制度の普及・啓発を推進します。

ひとり親家庭に属する、18歳（18歳に到達した年度の末
日）までの児童とその母・父及び養育者にかかる保険診療
費の患者負担額の一部を助成。
請求件数　養育者　23,771件、児童　29,688件

制度のさらなる周知に努める。 福祉総務課

52 児童扶養手当
父のいない家庭及び父親が障害者であって18歳までの児
童の養育者に対し支給し、制度の周知を図ります。

受給者数　延べ　23,892件 継続して実施する。 児童福祉課

52
特別児童扶養
手当

中程度以上の知的障害児（20歳未満）を監護・養育している
養育者へ支給し、制度の周知を図ります。

対象者　394人 継続して実施する。 障害福祉課

53
地域就労支援
事業の促進

母子家庭の働く意欲がある母親等の就労困難者の支援を
行っており、母子家庭の生活安定のために就労促進に努め
ます。

相談件数　延べ840件
パソコン講習会　４講座　受講者73人、医療事務講座　１
講座　受講者20人、フォークリフト講習　１講座　受講者5
人、大阪府委託訓練校入校　12人、就労支援フェア（１
回）　参加者223人、障害者就労支援フェア（１回）　参加
者127人、三市合同就職フェア（1回） 参加者235人、就職
支援セミナー(4回）　参加者48人、就労支援セミナー&相
談会ｉｎ茨木（１回） セミナー参加者21人　相談会参加者5
人

継続して実施する。 商工労政課

53

身体障害者
（児）及び知的
障害者（児）福
祉金

障害のある子どもをもつ家庭の生活の安定のために、市内
に居住している障害児に対して福祉金を支給（所得制限あ
り）し、制度の周知を図ります。

対象児童数　323人 継続して実施する。 障害福祉課

53
留守家庭児童
会の優先的利
用の推進

留守家庭児童会において、一斉受付で定員を大幅に超え
た場合、母子家庭等を優先し、母子家庭の自立を支援しま
す。

一斉受付時に定員を超えても、申込者全員の受け入れを
行った。

ひとり親家庭については、留守家庭児童会の必要性が
高いため、継続して実施する。

青少年課

53
交通遺児福祉
金の支給

交通事故によって保護者を亡くした18歳未満の児童を対象
に交通遺児福祉金を支給しています。

【対象者】交通遺児（満18歳に達する年度末まで）を養育
する保護者を対象に、遺児１人につき月額4,000円を支
給。
＠4,000×１人×12か月

制度の周知に努める。 福祉総務課
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53
母子家庭等日
常生活の支援

母子家庭、父子家庭及び寡婦の方で自立促進に必要な事
由(技能習得のための通学、就職活動等)または社会的事由
(疾病、出産、看護、事故、冠婚葬祭、転勤、出張及び学校
等の公的行事への参加等)により、一時的に生活援助、子育
て支援が必要な世帯に家庭生活支援員を派遣することによ
り、母子家庭等の生活の安定を図っています。

母子自立支援員を通じての利用件数　母子家庭　1世帯
（24回）

制度の周知に努める。 福祉総務課

53
二次健康診査
の充実（経過観
察健診）

一次健康診査、家庭訪問等で把握された問題に対して、適
切な事後指導を行うため、経過観察健診、相談等への参加
の促進を図ります。また、効果的な健診を行えるよう事業の
充実に継続して努めます。
療育が必要な子どもには親子教室を紹介するなど、各機関
と連携を図ります。

一次健康診査等で発見された問題について適切な事後
指導を行うため、経過観察をしたり、相談を実施。また、各
機関と連携をはかりながら、親子教室等の紹介を実施して
いる。
小児科　249人、整形外科　85人、心理　472人

継続して実施する。 保健医療課

53

児童デイサービ
ス事業　早期療
育指導・相談
「すくすく教室」

乳幼児健診後、発達に課題のある乳幼児の早期療育と保護
者に発達相談と指導・助言等の支援を行います。
障害の疑いを受容できない保護者に配慮し、気軽に参加で
きる指導・相談体制の充実と関係機関との連携を図り、一貫
した指導ができるよう努めます。

利用児童数　121人、発達相談実施数　157件、
延べ利用児童数　2,417人、
電話・面接・メール相談件数　342件

年々増加してきている待機児の解消を図ることが必要で
あり、今後、定員の増員等により、早期療育の充実を図
る。

障害福祉課

53
児童デイサービ
ス事業「ばら親
子教室」

障害のある乳幼児に日常生活における基本動作の指導や
集団生活への適応訓練、保護者には保健・栄養指導、育児
相談を行い、子どもの健全な発達を促すよう努めます。

利用児童数　49人　　　利用児童数延べ　2,084人
乳幼児の入所にあたり、関係機関等との連携が不十分
であることから、今後、協議会等を設置し、より密接に連
携するよう努める。

障害福祉課

53

言語障害児教
育相談「ことば
の教室」＜再掲
＞

ことばの遅れ、吃音、言語障害などことばの問題についての
相談・指導を行います。関連機関との連携の強化を図り、指
導効果を高めていきます。

相談件数　延べ2,264件
より適切な相談療育機関等の紹介を含め、関係機関との
連携を強化し、本事業を効果的に実施する。

教育研究所

54
乳幼児発達相
談

乳幼児の発達やことばの遅れなどについての相談窓口とし
て、利用しやすいよう努めるとともに、市民への周知を図りま
す。

電話・面接・メール相談件数　342件 継続して実施する。 障害福祉課

54
やってみよう運
動会

障害のある児童生徒が運動会に気軽に参加し、児童生徒な
らびに保護者同士が交流できる機会となるよう継続して支援
します。

10月28日（土）に実施
参加児童生徒数　96人、保護者等　123人、役員　151人

継続して実施する。 学校人権教育課

54
なかよしキャン
プ

障害のある児童生徒の自立に向けた活動を継続して支援す
るとともに、子ども同士が交流する機会の充実を図ります。

小学校６年生から中学校３年生までの市立学校養護学級
および市内在住の高槻養護・箕面養護在籍の児童生徒
対象に８月７日～９日の２泊３日のキャンプを実施した。
参加者数　児童生徒　50人、教員　42人

継続して実施する。 学校人権教育課
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54
母子保健福祉
連絡会の充実
＜再掲＞

母子保健福祉施策を総合的に推進するために、保健・医
療・福祉・教育機関との連携を強化し、一体となって事業の
推進に努めます。

母子保健福祉連絡会を開催。
次世代育成支援行動計画の中で展開し、保健・医療・福
祉・教育機関との連携を深める必要がある。

保健医療課

54
知的障害児通
園施設「あけぼ
の学園」

知的障害幼児を対象に日常生活に必要な指導、訓練など
を行い、全面的に発達するよう努めます。施設や療育内容
の充実を図ります。

利用児童数　52人　　　利用児童数延べ　10,010人
障害児通園施設としての機能の充実を図る必要があるこ
とから、職員研修等を充実させ、職員の資質の向上を図
り、専門的処遇に対処できるようにする必要がある。

障害福祉課

54
肢体不自由児
通園施設「藍野
療育園」

肢体不自由児を対象に機能訓練を行い、社会適応力を養
い、自立の支援に努めます。施設や訓練内容の充実を図り
ます。

契約通園児　23人在籍　（H19．3月末）
並行通園児　保育所6人　幼稚園1人

継続して実施する。 障害福祉課

54

自立支援給付・
地域生活支援
事業
【旧支援費制度
（居宅生活支援
費支給事業）】

障害児の扶養義務者が自ら選択したホームヘルプ、ガイド
ヘルプ、ショートステイ、デイサービスなどの居宅生活支援
サービスを利用することにより、重度障害児家庭の日常生活
の安定や家族の負担の軽減を図ります。今後においても、
事業の推進を図ります。

H18.4月より自立支援給付に制度が変わった。H18.10月
より地域生活支援事業が始まり、移動支援事業及びショー
トステイのうち日中の一時支援が日帰りショートステイ事業
として整理された。実利用人数　自立支援給付　居宅介護
25人　児童デイ　144人　短期入所　52人　外出介護　66
人　地域生活　移動支援　52人　日帰りショートステイ　35
人

継続して実施する。 障害福祉課

54
各種特別割引
制度

児童扶養手当の支給を受けている世帯の方等に対し、ＪＲ通
勤定期乗車券の割引やエキスポランド等を利用するときの
割引を実施しています。

JR通勤定期乗車券購入証明書交付件数　323件
エキスポランド割引証交付件数　25件

制度の周知に努める。 福祉総務課

54
留守家庭児童
会の利用の推
進

留守家庭児童会において、軽易な施設改善と指導員の加
配で対応できる場合は、障害のある児童も受け入れます。

小学１年生　18人、小学２年生　15人、小学３年生　18人、
小学４年生　２人
合計　53人(要配慮児童含む）

障害のある児童について、可能な限り受け入れを図り、
利用者増を図る。

青少年課

54
児童虐待防止
等連絡会議

各関係機関の連携を強化し、児童虐待等の防止と解決に今
後とも努めます。

関係機関の連絡提携強化を図るために会議を開催するほ
か、虐待の早期発見及び予防をするための児童虐待対マ
ニュアルを作成した。
また、虐待予防の研修会も実施した。
代表者会議１回、実務者部会６回、ケース検討会４９回、
児童虐待対応マニュアル300部作成、研修会４回（受講者
数９５人）

各関係機関との連携をさらに強化し、情報伝達の適正か
つ迅速化を図る。

子育て支援課

54
育児支援家庭
訪問の実施

出産後間もない時期や、様々な原因で養育が困難になって
いる家庭に対して、育児・家事の援助や、具体的な育児に
関する技術指導を行うことにより、個々の抱える養育上の諸
問題の解決、軽減を図ります。

養育上支援が必要な家庭に対して、訪問支援員が２人一
組で、おおむね週に１回（約２時間）家庭を訪問し、自立に
むけて支援を行った。
訪問家庭数　12家庭
訪問件数　　226件

継続して実施する。 子育て支援課
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55
家庭支援推進
保育所事業

家庭環境に配慮を要する入所児童及びその家庭に対し、家
庭訪問や出前の育児相談等の実施など、保育所機能の地
域展開を継続して実施します。

家庭訪問、出前保育や育児相談の実施　3か所
加配保育士を発展的に廃止し、全公立保育所での拡大
実施に向けて検討する。

児童福祉課

55
母子自立支援
員の設置＜再
掲＞

ハローワークと連携して、求人情報の提供や就職・能力開発
に関する相談等を行い、母子自立支援員が、母子・寡婦家
庭の就労を支援します。
母子・寡婦家庭が抱える悩み等を解決するために、母子自
立支援員が相談に応じます。

相談件数　602件
(内訳)　母子貸付　197件、母子就労　56件、母子その他
132件、未婚者　14件、離婚前　203件

子ども家庭センター等関係機関と一層の連携を図る。 福祉総務課

55
ひとり親家庭等
に対する相談
活動＜再掲＞

ひとり親家庭等の子育てなどの相談に応じ、子どもの健全育
成を図るとともに、生活の安定と自立の促進に努めます。子
ども家庭センターとの連携を図り、母子・父子家庭の両方を
支援します。

母子自立支援員が、ひとり親家庭等の保護者からの子育
て等の相談について、子ども家庭センターと連携して、相
談を実施。

子ども家庭センター等関係機関と一層の連携を図る。 福祉総務課

55
母子家庭等自
立促進計画の
策定＜再掲＞

市や関係団体が連携し、母子及び寡婦施策を計画的に推
進し総合的に事業を展開するための「母子家庭等自立促進
計画」に基づき、母子家庭の支援を強化します。

平成16年度末に策定。
「母子家庭等自立促進計画」に基づき、施策を継続して
実施する。

福祉総務課

55
母子家庭自立
支援給付金事
業＜再掲＞

母子家庭の母の資格取得、技能習得等のための講座を受
講した場合の受講料等の補助や、長期の訓練中の一定期
間の生活費を補助し、母子家庭の自立の促進を図ります。

自立支援教育訓練給付金　支給件数　３件
高等技能訓練促進費　支給件数　６件

事業のさらなる周知に努める。 福祉総務課

56

母子の保護（母
子生活支援施
設への入所）＜
再掲＞

母子生活支援施設で生活困窮者、母子家庭などの保護を
継続的に行うとともに、入所家庭の自立の促進を図ります。

入所世帯数　3世帯 継続して実施する。 児童福祉課

56
母子福祉会の
育成＜再掲＞

母子福祉会への援助を行い、さらに活動内容を充実させ、
活動の活発化を促進し、母子・寡婦家庭の福祉の向上を図
ります。

活動内容を充実させ、活動の活発化を促進し、母子・寡婦
家庭の福祉の向上を図るため、母子福祉会への補助金を
交付した。

継続して実施する。 福祉総務課

56
母子家庭用府
営住宅の紹介
＜再掲＞

一般の府営住宅入居者募集とは別に入居募集の紹介を行
い、母子家庭の住宅の確保を支援します。

母子家庭のかたで府営住宅入居希望者に対して、福祉世
帯向け（母子世帯）住宅の募集を紹介し、申込書を窓口に
設置した。

継続して実施する。 福祉総務課
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56
母子及び寡婦
福祉資金の貸
付＜再掲＞

母子・寡婦家庭の経済的自立と生活助長を図るため、母子
自立支援員が貸付相談を行います。

修学資金　23件、就学支度資金　16件、生活資金　1件、
技能習得資金　０件、転宅資金　２件、修業資金　1件

制度のさらなる周知に努める。 福祉総務課

56

ひとり親家庭
（母子・父子家
庭等）の医療費
の助成＜再掲
＞

ひとり親家庭（母子・父子家庭等）の生活安定のために、養
育者及び18歳までの児童の医療費の一部を助成するととも
に、制度の普及・啓発を推進します。

ひとり親家庭に属する、18歳（18歳に到達した年度の末
日）までの児童とその母・父及び養育者にかかる保険診療
費の患者負担額の一部を助成。
請求件数
養育者　23,771件、児童　29,688件

制度のさらなる周知に努める。 福祉総務課

56
地域就労支援
事業の促進＜
再掲＞

母子家庭の働く意欲がある母親等の就労困難者の支援を
行っており、母子家庭の生活安定のために就労促進に努め
ます。

相談件数　延べ840件
パソコン講習会　４講座　受講者73人、医療事務講座　１
講座　受講者20人、フォークリフト講習　１講座　受講者5
人、大阪府委託訓練校入校　12人、就労支援フェア（１
回）　参加者223人、障害者就労支援フェア（１回）　参加
者127人、三市合同就職フェア（1回） 参加者235人、就職
支援セミナー(4回）　参加者48人、就労支援セミナー&相
談会ｉｎ茨木（１回） セミナー参加者21人　相談会参加者5
人

継続して実施する。 商工労政課

56

留守家庭児童
会の優先的利
用の推進＜再
掲＞

留守家庭児童会において、一斉受付で定員を大幅に超え
た場合、母子家庭等を優先し、母子家庭の自立を支援しま
す。

一斉受付時に定員を超えても、申込者全員の受け入れを
行った。

ひとり親家庭については、留守家庭児童会の必要性が
高いため、継続して実施する。

青少年課

56
交通遺児福祉
金の支給＜再
掲＞

交通事故によって保護者を亡くした18歳未満の児童を対象
に交通遺児福祉金を支給しています。

【対象者】交通遺児（満18歳に達する年度末まで）を養育
する保護者を対象に、遺児１人につき月額4,000円を支
給。
＠4,000×１人×12か月

制度の周知に努める。 福祉総務課

56
母子家庭等日
常生活の支援
＜再掲＞

母子家庭、父子家庭及び寡婦の方で自立促進に必要な事
由(技能習得のための通学、就職活動等)または社会的事由
(疾病、出産、看護、事故、冠婚葬祭、転勤、出張及び学校
等の公的行事への参加等)により、一時的に生活援助、子育
て支援が必要な世帯に家庭生活支援員を派遣することによ
り、母子家庭等の生活の安定を図っています。

母子自立支援員を通じての利用件数　母子家庭　1世帯
（24回）

制度の周知に努める。 福祉総務課

57

二次健康診査
の充実　（経過
観察健診）＜再
掲＞

一次健康診査、家庭訪問等で把握された問題に対して、適
切な事後指導を行うため、経過観察健診、相談等への参加
の促進を図ります。また、効果的な健診を行えるよう事業の
充実に継続して努めます。
療育が必要な子どもには親子教室を紹介するなど、各機関
と連携を図ります。

一次健康診査等で発見された問題について適切な事後
指導を行うため、経過観察をしたり、相談を実施。また、各
機関と連携をはかりながら、親子教室等の紹介を実施して
いる。
小児科　249人、整形外科　85人、心理　472人

継続して実施する。 保健医療課
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57

児童デイサービ
ス事業
早期療育指導・
相談　「すくすく
教室」＜再掲＞

乳幼児健診後、発達に課題のある乳幼児の早期療育と保護
者に発達相談と指導・助言等の支援を行います。
障害の疑いを受容できない保護者に配慮し、気軽に参加で
きる指導・相談体制の充実と関係機関との連携を図り、一貫
した指導ができるよう努めます。

利用児童数　121人、発達相談実施数　157件、
延べ利用児童数　2,417人、
電話・面接・メール相談件数　342件

年々増加してきている待機児の解消を図ることが必要で
あり、今後、定員の増員等により、早期療育の充実を図
る。

障害福祉課

57

児童デイサービ
ス事業　「ばら
親子教室」＜再
掲＞

障害のある乳幼児に日常生活における基本動作の指導や
集団生活への適応訓練、保護者には保健・栄養指導、育児
相談を行い、子どもの健全な発達を促すよう努めます。

利用児童数　49人　　　利用児童数延べ　2,084人
乳幼児の入所にあたり、関係機関等との連携が不十分
であることから、今後、協議会等を設置し、より密接に連
携するよう努める。

障害福祉課

57

言語障害児教
育相談　「ことば
の教室」＜再掲
＞

ことばの遅れ、吃音、言語障害などことばの問題についての
相談・指導を行います。関連機関との連携の強化を図り、指
導効果を高めていきます。

相談件数　延べ2,264件
より適切な相談療育機関等の紹介を含め、関係機関との
連携を強化し、本事業を効果的に実施する。

教育研究所

57
乳幼児発達相
談＜再掲＞

乳幼児の発達やことばの遅れなどについての相談窓口とし
て、利用しやすいよう努めるとともに、市民への周知を図りま
す。

電話・面接・メール相談件数　342件 継続して実施する。 障害福祉課

57
やってみよう運
動会＜再掲＞

障害のある児童生徒が運動会に気軽に参加し、児童生徒な
らびに保護者同士が交流できる機会となるよう継続して支援
します。

10月28日（土）に実施
参加児童生徒数　96人、保護者等　123人、役員　151人

継続して実施する。 学校人権教育課

58
なかよしキャン
プ＜再掲＞

障害のある児童生徒の自立に向けた活動を継続して支援す
るとともに、子ども同士が交流する機会の充実を図ります。

小学校６年生から中学校３年生までの市立学校養護学級
および市内在住の高槻養護・箕面養護在籍の児童生徒
対象に８月７日～９日の２泊３日のキャンプを実施した。
参加者数　児童生徒　50人、教員　42人

継続して実施する。 学校人権教育課

58

巡回相談・発達
相談・特別教育
相談の実施＜
再掲＞

小・中学校を巡回し、障害のある児童・生徒への教育的支援
について専門的助言を行い、生活や学習上の困難の改善
に努めます。また、発達・成長について悩みを有する児童・
生徒の保護者、教員に対する専門家による相談の充実を図
ります。

巡回相談　44校　100回
発達相談　延べ1,637件
特別教育相談　相談総件数　64件

巡回・発達相談については、学校、保護者の相談ニーズ
が高いことから、相談員の増員等、事業の充実を図る。

教育研究所

58

知的障害児通
園施設　「あけ
ぼの学園」＜再
掲＞

知的障害幼児を対象に日常生活に必要な指導、訓練など
を行い、全面的に発達するよう努めます。施設や療育内容
の充実を図ります。

利用児童数　52人　　　利用児童数延べ　10,010人
障害児通園施設としての機能の充実を図る必要があるこ
とから、職員研修等を充実させ、職員の資質の向上を図
り、専門的処遇に対処できるようにする必要がある。

障害福祉課
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58

肢体不自由児
通園施設「藍野
療育園」＜再掲
＞

肢体不自由児を対象に機能訓練を行い、社会適応力を養
い、自立の支援に努めます。施設や訓練内容の充実を図り
ます。

契約通園児　23人在籍　（H19．3月末）
並行通園児　保育所6人　幼稚園1人

継続して実施する。 障害福祉課

58

自立支援給付・
地域生活支援
事業＜再掲＞
【旧支援費制度
（居宅生活支援
費支給事業）】

障害児の扶養義務者が自ら選択したホームヘルプ、ガイド
ヘルプ、ショートステイ、デイサービスなどの居宅生活支援
サービスを利用することにより、重度障害児家庭の日常生活
の安定や家族の負担の軽減を図ります。今後においても、
事業の推進を図ります。

H18.4月より自立支援給付に制度が変わった。H18.10月
より地域生活支援事業が始まり、移動支援事業及びショー
トステイのうち日中の一時支援が日帰りショートステイ事業
として整理された。実利用人数　自立支援給付　居宅介護
25人　児童デイ　144人　短期入所　52人　外出介護　66
人　地域生活　移動支援　52人　日帰りショートステイ　35
人

継続して実施する。 障害福祉課

59
各種特別割引
制度＜再掲＞

児童扶養手当の支給を受けている世帯の方等に対し、ＪＲ通
勤定期乗車券の割引やエキスポランド等を利用するときの
割引を実施しています

JR通勤定期乗車券購入証明書交付件数　323件
エキスポランド割引証交付件数　25件

制度の周知に努める。 福祉総務課

59
留守家庭児童
会の利用の推
進＜再掲＞

留守家庭児童会において、軽易な施設改善と指導員の加
配で対応できる場合は、障害のある児童も受け入れます。

小学１年生　18人、小学２年生　15人、小学３年生　18人、
小学４年生　２人
合計　53人(要配慮児童含む）

障害のある児童について、可能な限り受け入れを図り、
利用者増を図る。

青少年課

59
児童虐待防止
等連絡会議＜
再掲＞

各関係機関の連携を強化し、児童虐待等の防止と解決に今
後とも努めます。

関係機関の連絡提携強化を図るために会議を開催するほ
か、虐待の早期発見及び予防をするための児童虐待対マ
ニュアルを作成した。
また、虐待予防の研修会も実施した。
代表者会議１回、実務者部会６回、ケース検討会49回、児
童虐待対応マニュアル300部作成、研修会４回（受講者数
95人）

各関係機関との連携をさらに強化し、情報伝達の適正か
つ迅速化を図る。

子育て支援課

59
乳幼児健診に
おける育児支
援強化事業

健康診査の場を活用し、親子の遊び場の設定、保育士によ
る遊び指導、子育てをめぐる悩みの相談を継続して実施し、
虐待の早期発見に努めます。

１歳８か月児・３歳６か月児健康診査にて、親子の遊びの
場を設定し、保育士による遊びの指導を実施、また、子育
てをめぐる悩みの相談を実施し、虐待の早期発見に努め
る。
１歳８か月児健康診査　2,553人、３歳６か月児健康診査
2,508人

継続して実施する。 保健医療課

60
育児支援家庭
訪問の実施＜
再掲＞

出産後間もない時期や、様々な原因で養育が困難になって
いる家庭に対して、育児等の援助や、具体的な育児に関す
る技術指導を行うことにより、個々の抱える養育上の諸問題
の解決、軽減を継続して図ります。

養育上支援が必要な家庭に対して、訪問支援員が２人一
組で、おおむね週に１回（約２時間）家庭を訪問し、自立に
むけて支援を行った。
訪問家庭数　12家庭
訪問件数　　226件

継続して実施する。 子育て支援課

60
家族再統合へ
の支援

被虐待児に対するプレイセラピーや、その保護者へのカウン
セリング、グループ支援などを実施し、家族の再統合に向け
て支援します。

プレイセラピー　51件 継続して実施する。 子育て支援課
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